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アブストラクト
これまでのさまざまな努力にもかかわらず、レイシズムやセクシズムといった

社会的不正義はいまだに存続している。そうした社会問題に取り組むことは、現
代の私たちにとっての重要な課題のひとつである。

ここで潜在的態度の研究が重要な役割を果たすと論じられるかもしれない。
じっさい、潜在的態度とさまざまな（ときに差別的なものとなりうる）行動との
あいだのつながりが示唆されている（e.g., Kurdi et al., 2019）。それゆえ、個人の
潜在的態度に着目することは、差別にまつわる問題に進展をもたらすと考えるこ
とができるかもしれない。しかし他方で、そのように個人を強調する態度は、差
別の根底にある社会構造や制度を軽視することにつながるという異論もある

（e.g., Haslanger, 2015）。その背景にある主張によると、社会的不正義を是正する
ためには、個人の心に目を向けるよりもむしろ、そのような問題をうみだす社会
のありかたに焦点をあてるべきだとされる。

このような背景のもと、近年、個人と社会の二分法にとらわれないかたちで社
会的不正義に介入すべきだとする、包括的な考えが提案されてきた（e.g., Ayala-
López & Beeghly, 2020）。そしてこの提案は、潜在的態度のありようそれ自体に
ついても、ある種の捉え直しを迫ることになると論じられる（e.g., Peters, 2022）。

本発表では、このような社会的不正義への取り組みかたをめぐる議論の流れを
整理したうえで、その議論が潜在的態度のありようについてどのような含意をも
つのかを論じたい。
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